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宇宙開発フォーラム実行委員会は「宇宙開発フォーラム」の運営と、実際に手を動かす実践的な「プロジェ
クト」に加え、今年から各メンバーがテーマ別に分かれて興味のある分野を追究する「研究会」も行う団体
となりました。

本年度のフォーラムは、「宇宙が近づく、君はどうする」をテーマとして、9月 12 日 ( 土 ) にオンライン形
式で開催しました。本フォーラムでは、コンテンツとしてパネルディスカッションとワークショップを行い、
大変多くの方々にご参加いただきました。

本報告書には「宇宙開発フォーラム 2020」で行われたプログラムの内容や参加者の皆さまにご協力いただ
いたアンケートの結果、ならびに宇宙開発フォーラム実行委員会の普段の活動内容などを掲載しております。

最後に本フォーラムの開催、プロジェクト活動および研究会活動、報告書作成にご協力いただいた皆さまに
厚く御礼申し上げます。

「宇宙開発フォーラム実行委員会
2020 報告書」について
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今年度も多くの皆さまにご支援・ご協力いただき、宇宙開発フォーラム実行委員会 (SDF) を運営できましたこと、厚く御礼申し上
げます。

今年は新型コロナウイルス感染症 (COVID-19) の流行により、メンバー同士は 3月以降集まることができない状況ではありましたが、
その中でもオンラインにてフォーラムを開催いたしました。これにより、フォーラムに新たな価値が生まれたと感じます。これまで
の宇宙開発フォーラムは、「学生が意見を発信する場」でありながら、「宇宙開発に携わる、携わろうとする人が交流する場」でもあ
りました。しかし、オンラインのフォーラムでは、前者としては機能しますが、後者として機能することは難しくなりました。一方、
地方からの参加者が増えました。住む場所に関わらず、どんな人にもフォーラムに参加し宇宙開発について考える機会を提供できる
ようになったことは、オンラインでこそ生まれた価値であると考えます。しかし、今年度はこれらオンライン開催のメリットを十分
に生かせたとは言えませんでした。そのため、来年度以降は、開催手段とそこから生まれる価値を検討し、現在の宇宙開発に必要な
ものを届けられるよう柔軟に活動していきたいと考えております。

このような状況で行われた宇宙開発フォーラムですが、今年度は「宇宙が近づく、君はどうする」をキャッチコピーに掲げました。
これには、宇宙関連技術の民間企業による利用が進み、宇宙がとても身近なものになっている昨今、自分たちに出来ることは何かを
参加者の皆さまに考えていただきたい、という想いが込められています。そして、それを考える足掛かりとして「宇宙開発と地方創
生」、「宇宙開発と商社の投資」、「ISS の民営化」の 3つのパネルディスカション、ワークショップを企画しました。オンライン開催
ということで遠方からもご参加、ご登壇いただき、特に「宇宙開発と地方創生」ではオンライン開催のメリットを最大限に引き出せ
たのではないかと思います。

また、昨年度より開始したプロジェクトと並行し、今年度からは研究会という活動を開始しました。研究会は、SDFのメンバーが
宇宙開発に関して深い知識を獲得すること、そして現状を分析し、問題意識を持つことを目的として、原則全メンバーが所属し、活
動しています。メンバーの興味に合わせ 4分野、16 テーマを設定しており、団体として幅広い知識の獲得につながっています。

ここ数年で本団体は大きく変わりました。メンバーが増え、活動の幅が広がり、より多くの価値を創造できるようになりました。我々
の活動が、本団体に関わった皆さま、そして今後関わる皆さまにとっても有益なものとなれば幸いです。
今後とも宇宙開発フォーラム実行委員会をよろしくお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 11 月吉日

代表挨拶

宇宙開発フォーラム実行委員会 (SDF) 代表
早稲田大学 創造理工学部 建築学科 3 年
横山 幸太
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宇宙ビジネスと地方創生
企画責任者 渡邊 航平

宇宙産業における民間の役割が拡大する中、地方での宇宙産業に注目が集
まっています。2019 年より国が「宇宙ビジネス創出推進自治体」の選定を
行うなど、宇宙ビジネス振興の取組は本格化しています。地方の活性化お
よび宇宙産業の裾野の拡大のため、産官学はどのように連携していくこと
が必要なのでしょうか。
本企画では宇宙産業の最前線でご活躍の皆さまをお招きして、国・地方自
治体・民間・大学のそれぞれの立場から宇宙ビジネスと地方創生の「いま」
と「これから」を議論していただきました。

企画概要

三菱電機（株）並びにグループ会社にて、営業部門や事業企画部門
を統括。宇宙ステーション補給機、測位衛星「みちびき」やアルマ
望遠鏡など数多くのプロジェクトに従事。宇宙から非宇宙企業・団
体に亘るネットワークを保有。2017 年から、内閣府宇宙開発戦略推
進事務局 S-NET をサポートし、全国各地での宇宙ビジネス創出活動
等に携わる。2019年4月に起業し、現在は、おおいた宇宙関連産業チャ
レンジ支援事業のプロジェクトマネジャーも務める。

高山 久信 様
株式会社minsora（みんソラ）
代表取締役・宇宙ビジネスナビゲーター

東北大学文学部卒業。2011 年の入庁後、農業政策関連部署での震災復興イ
ベント開催や、海外営業部門における県産加工食品・工芸品輸出支援取組
等を経て、2020 年 4 月に特区・宇宙プロジェクト推進室に着任。茨城県内
での宇宙ビジネス拠点形成に向け、主に宇宙ベンチャーの県内活動支援及
びイベント、サミット等の開催に携わる。

神永 葵 様
茨城県産業戦略部技術振興局科学技術振興課
特区・宇宙プロジェクト推進室

東京大学工学系研究科航空宇宙工学専攻で博士（工学）を取得後、日産自
動車（株）宇宙航空事業部に入社。北海道大学工学研究科助教授に着任後、
ハイブリッドロケットエンジン開発に着手。大幅な推力向上と小型化に成
功した「CAMUI 型ハイブリッドロケット」を開発。2008 年、「CAMUI 型
ハイブリッドロケット技術」で日本航空宇宙学会賞（技術賞）を受賞。現
在は北海道大学大学院工学研究院教授。同副研究院長。

永田 晴紀 様
北海道大学

H28.4　北海道庁 入庁、北海道経済部経済企画局国際経済室 配属
R1.6　 内閣府宇宙開発戦略推進事務局に出向

梅谷 実聖 様
内閣府宇宙開発戦略推進事務局

↑当日の zoomを用いたパネルディスカッションの様子

PANEL DISCUSSION 1
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宇宙ビジネスと地方創生 企画責任者 渡邊 航平

司会：近年、宇宙産業に民間事業者の参入が進んでいますが、特にここ
数年で宇宙ビジネスが地方創生の文脈で注目されるようになってきまし
た。そこで、パネリストの皆さまから、宇宙ビジネスおよび宇宙ビジネ
スと地方創生の経緯についてご紹介していただきます。

梅谷様：内閣府宇宙開発戦略推進事務局では宇宙政策の総合的かつ計画
的な推進調整を図っています。宇宙基本計画に沿って宇宙政策が進めら
れていますが、今年 6 月には新たに第 4 次宇宙基本計画が定められまし
た。この計画の 5 本柱の 1 つとして、「宇宙を推進力とする経済成長と
イノベーションの実現」のために、国と地方自治体とが連携するという
ことが明記されました。
現在、日本の宇宙産業全体の市場規模は約 1.2 兆円となっていますが、
その中でも宇宙利用産業における衛星データ利活用の市場拡大ポテン
シャルが大きいと言えます。例えば衛星データと AI の解析技術を組み
合わせることで、宇宙産業のみならず他の産業の活性化にも資すること
が期待されています。身近な衛星データの利活用としては、通信放送サー
ビス、GPS や「みちびき」などを活用した位置情報提供サービス、さら
に自然災害が発生した場合の土砂崩れの箇所を発見するようなサービス
があります。また、AI の解析技術と衛星データを組み合わせることで新
たなビジネスの創出も期待されています。例えば、青森県のブランド米
である「青天の霹靂」では、水田選び、肥料を与えるタイミングや量、
刈り取りの時期などにおいて、衛星データが活用されています。国とし
ても衛星データ利活用の促進を行うことで、「宇宙を推進力とする経済
の活性化」を図ろうと取組みを進めています。

地方における宇宙ビジネス振興の経緯

神永様：茨城県が宇宙プロジェクトに乗り出したのは、一昨年 2 月の
G1 サミットにて、大井川知事が宇宙ビジネスの成長を確信したことが
きっかけでした。その日のうちに、本庁内ではプロジェクト立ち上げに
向けた指示がありました。半年後の 8 月には宇宙航空研究開発機構 
(JAXA) 理事長の山川様と、プロジェクト発表会という形で「いばらき宇
宙ビジネス創造拠点プロジェクト」を開始しました。
宇宙はビジネスのフロンティアであり、今後より一層の発展が期待され
る分野です。茨城県にはつくば市という日本最大のサイエンスシティが
あり、JAXA の筑波宇宙センターをはじめさまざまな研究・教育機関が
集積しています。こうした環境を活かし、世界に通用する宇宙ビジネス
の育成や、企業などの誘致による茨城県の産業の発展を目指しています。
また、科学技術の集積だけでなくベンチャーを支援する体制も整えてお
り、茨城県産業技術イノベーションセンターやいばらき成長産業振興協
議会との連携による取組みに力を入れるほか、都心や海外へのアクセス
の良さも活かしつつ、支援を行っているところです。

高山様：2017 年大分県では、先端技術に挑戦し、産業の新たな活力の
創出を目指す「OITA 4.0」が打ち出されました。新たな技術に挑戦して
県内の産業を活性化させ、県内にさまざまな人が入ってくる環境をつく
ることが目的で、宇宙分野もその一部でした。2018 年「スペース・ニュー
エコノミー創造ネットワーク (S-NET) 」の活動をみた公益財団法人大分
県産業創造機構の方から衛星データ利用ビジネスセミナーを行いたいと
前職であった一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構 (JSS) へ相談
があり、それをきっかけとしてビジネスセミナーや衛星データ利用の取
組みが始まりました。2019 年には「おおいた空飛ぶ産業ネットワーク
構築事業」が始まり、航空宇宙・ドローンを連携させて新しいビジネス
を起こす活動を行っています。
今年度は、宇宙産業創出に特化し「おおいた宇宙関連産業チャレンジ支
援事業」を展開しており、大分県での更なる宇宙関連ビジネスを活性化
させていこうと活動しています。

永田様：私が北海道に赴任したのは 1996 年ですが、実はその前から北
海道では宇宙関連の取組みが行われていました。

きっかけは毛利衛宇宙飛行士が誕生したことだそうです。また、宇宙技
術および科学の国際シンポジウム (ISTS) の札幌大会が開催されたこと
もあり、北海道で宇宙への関心が非常に高まりました。その後、当時の
宇宙開発事業団 (NASDA) が HOPE という無人宇宙往還機の試験場を探
していたとき、その試験場を北海道に誘致する目的で宇宙関連の団体が
立ち上がりました。その際大学からも研究を支援するために室蘭工業大
学や北海道大学に新しい研究室が生まれ、そこに私がよばれたというの
が赴任したきっかけです。
私の研究室では CAMUI 型ハイブリッドロケットの開発をかなり前から
行っていましたが、最近ではタバコのように端面から軸方向に燃えてい
くような変わった燃え方をするハイブリッドロケットや、ハイブリッド
ロケットを利用した相乗りの超小型深宇宙探査機に軌道変換能力を与え
るキックモーターの開発を進めています。

3 つ目は、宇宙ビジネスアイデアコンテストである「S-Booster」や、
先進的衛星データ利用モデルの実証事業への応募を視野に入れた宇宙ビ
ジネスの新規案件形成の支援です。これらの取組みの情報を総合的に発
信する場として、ホームページやメールマガジンも用意しています。

神永様：「いばらき宇宙ビジネス創造拠点プロジェクト」では、宇宙ベ
ンチャーの創出や誘致、県内企業の宇宙ビジネスへの新規参入を目標に
据え、方向性として 3本の柱を設定しています。
1 つ目はイベント開催などの機運醸成、2 つ目が相談窓口等のプラット
フォームの設置や、試験設備ネットワークの構築などの体制構築、3 つ
目が実際の宇宙ビジネス取組みを支援する事業化加速です。
機運醸成の具体的な取組みとして、「いばらき宇宙ビジネスサミット」
を開催しています。宇宙といえば茨城というイメージを対外的に周知す
るために、2018、2019 年に開催しました。昨年度は茨城県内だけでな
く東京でも周知を行うべく、宇宙の専門家や宇宙関連の企業の方にトー
クセッションやプレゼンテーションを行っていただきました。
体制構築としては、「いばらき宇宙ビジネス創造プラットフォーム」と
いう形で、過去に宇宙関連の企業にいらっしゃった専門家の方々に無料
で相談や支援の依頼ができるシステムを整備しました。また、県内にあ
る研究支援施設「茨城県産業技術イノベーションセンター」に小型衛星
などの開発に使用する試験設備を導入したり、「いばらき宇宙ビジネス
創造コンソーシアム」を設立したりするなど、県内での宇宙ビジネス発
展に向けた体制を構築しています。
事業化加速の取組みとしては、実際に宇宙ビジネスを行う企業を支援す
るため、リスクが高いとされる宇宙ビジネスに参入する方々に補助金支
援を行っています。設備利用料補助や、販路開拓、衛星データを活用し
たソフトウェアの開発費という形で補助メニューを定め、事業を後押し
しています。
昨年度、目玉事業として新しく始めたものが「いばらき宇宙ビジネス事
業化実証プロジェクト ( コンソプロジェクト ) 」という事業で、先ほど
のコンソーシアムの中で連携して行う宇宙プロジェクトを支援するもの
です。茨城県として宇宙ビジネスのモデルケースを確立し、その中での
試行錯誤の結果や成果をコンソーシアム内外に広めることで茨城県のプ
レゼンス発揮を目指すものになっています。こちらは、県の委託事業と
いう形で行っており、1事業につき 1000 万円前後の支援をしています。
今後、これまでの 2 年間の取組みを見直し、県として宇宙ビジネス創出
に向けた新たな施策を打ち出していきたいと考えています。

地方における宇宙ビジネスの現状と取組み

司会：ありがとうございました。ここからは宇宙ビジネス支援や地方で
の宇宙ビジネスの具体例などをご紹介いただきたいと思います。

梅谷様：国から地方への支援策として、S-NET 事業を行っています。こ
の事業は、衛星データ利用の分野で宇宙とビジネスがどう結びつくのか
を広く知っていただくために始まりました。S-NET 事業は、国が宇宙ビ
ジネスのスタートアップ段階から成長段階までを支援する一連の取組み
の中の一つに位置づけられています。平成 28 年 3 月から、宇宙関連の
新産業サービス創出に関心を持つ企業や個人、団体との連携を行ってき
ました。S-NET 事業の具体的な取組みは 3つあります。
1 つ目は、全国主要都市での宇宙利用セミナーの開催です。衛星データ
の実践的な取扱いを学べる講座を経済産業省の Tellus と連携しながら
行っています。
2 つ目は、「宇宙ビジネス創出推進自治体」への支援・育成です。「宇宙
ビジネス創出推進自治体」とは、地域における自立的な宇宙ビジネス、
特に衛星データなどを活用した宇宙ビジネスの創出を主体的かつ積極的
に推進している自治体です。2018 年に、国は北海道、茨城県、福井県、
山口県を認定し、今年の9月には、新たに大分県と福岡県を認定しました。
認定された自治体には、宇宙ビジネスや衛星データなどの取扱いに精通
した専門家を各自治体が開催するセミナーの講師やアドバイザーとして
派遣しています。加えて、その自治体間での情報共有のための連絡会も
開催しています。このように国がサポートする一方で、自治体での先駆
的な事例、例えば衛星データを使った事例などがあった場合には、その
事例の紹介を受け、国と地方自治体が連携して衛星データの利活用促進
を進めている状況です。
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宇宙ビジネスと地方創生 企画責任者 渡邊 航平

高山様：大分でも積極的に宇宙ビジネスに取り組んでいます。これまで
は体系立てて活動していたわけではありませんが、現状どのような取組
みがあるか分野ごとにご紹介します。
まず、大きく注目を集めているのが、衛星データ利用の分野です。具体
例として、衛星測位情報を用いたプレジャーボートの自動航行がありま
す。こちらは 2019 年度の内閣府「『みちびき』実証プロジェクト」で採
択され、その成果を踏まえてニューマリンジャパン九州株式会社が
2022 年の春には新製品を市場に投入する予定です。また、ウミトロン
株式会社は衛星観測データを用いた養殖の実証実験を大分で行っていま
す。既にAI などの技術を活用して養殖の魚の価値を評価するようなデー
タベースを提供しています。
さらに、大分県ではスペースポート整備の計画があります。大分県は
2020年4月にVirgin Orbit社との間でパートナーシップを公表しました。
2022 年ごろに水平型宇宙港の整備が実現される予定で、現在は具体的
なサポート活動やルールづくりが進められています。人工衛星だけでな
く、人の乗ったスペースプレーンが宇宙空間へ打ち上げられる時代が来
ることを見据えた上で、スペースポートを核とした新たなエコシステム
を構築しようとしています。航空宇宙産業のみならず、観光、輸送、教育、
文化などが集積した新しい都市の整備までを考えた検討が始まっていま
す。
また、県内企業が、超小型衛星の開発にも関与しており、2018 年に打
ち上げられた九州工業大学の「てんこう」には、県内企業 4 社が開発に
参加しました。ハードウェアからコンポーネントまで提供できるような
技術力のある企業が県内にはあります。
また、JAXA や ANA ホールディングス株式会社と進めている
「AVATAR- X」というプログラムに参画しています。月や宇宙空間にア
バターを持って行き地上から遠隔操作でさまざまな活動や作業をするも
のですが、大分県は地上での実証フィールドを提供することが決定して
おり、候補地の選出が行われています。また、大分大学、日本文理大学
の 2 つで航空宇宙分野の研究が行われており、大学との連携も図ってい
くつもりです。
これから大分では、さまざまな活動が宇宙ビジネス創出推進自治体の取
組みの中で統合され、ネットワーク化した新たなビジネスが生まれてい
くと考えています。

司会：パネリストの方々に宇宙ビジネスの現状、取組みなどをご紹介い
ただきました。続いて、地方で宇宙ビジネス創出を進める上での課題や
その解決策について議論してまいります。
まず、民間事業者の立場で活動されている高山様にお聞きします。地方
で宇宙ビジネスを行う際に人材や資金などさまざまな問題があると思い
ますが、その中で一番の課題はどのようなものでしょうか。

高山様：大分県に限らず、今宇宙ビジネスで何が起きているのかが伝わっ
ていないということだと思います。宇宙ビジネスの有用性や将来性を
語っても、現状が伝わっていなければ、お金を出す企業の方は乗ってき
ません。私は、この 10 年間、小学生から大人までに対して、宇宙講座
や宇宙教室などの講師として、今何が起きているのかを伝えることに取
り組んできました。例えば、衛星データや地理空間情報の優位性、どの
ようなビジネスチャンスがあるのか、なぜ利用が進められているのかと
いった情報をしっかりと伝え、知っていただくことが重要です。利用の
現状、技術の進展、今後の方向性などを周知する場が必要であり、その
ような場をつくっていかなければならないと感じています。

司会：高山様はさまざまなセミナーや宇宙系のイベントなどを開催して
いらっしゃいますが、実際に大分県における宇宙開発、宇宙ビジネスに
対する認知度や理解がどれくらい進んでいるか教えていただけますか。

高山様：公益財団法人大分県産業創造機構が中心となって、衛星データ
利用に関する技術セミナーなどを開催しています。毎回約 20~30 社から
の参加があり、ほぼ満席状態です。また、先月は大分県別府市で ISTS
のキックオフイベントを行いました。こちらは 2 日間で延べ 900 名の方
にご参加いただきました。県外からの参加は 2 割程度だったので、想定
していた以上に県内に宇宙に関心のある方がいることがわかり、宇宙へ
の関心や認知が高まっていると感じています。

司会：実際に活動していく中で、宇宙開発や宇宙ビジネスに対する理解
は少しずつ進んでいるということですね。宇宙ビジネスへの理解の点で
すと、民間事業者だけでなく、行政側である国や地方自治体の取組みも
大変重要であると思います。

永田様：北海道では 2003 年頃に取組みの姿勢の転換がありました。そ
れまでに北海道は大きな挫折を 2 回しています。1 回目は、HOPE の実
験場の誘致です。大樹町が名乗りをあげて滑走路まで整備しましたが、
最終的にオーストラリアのウーメラ砂漠に決まり、誘致に失敗しました。
2 回目は、上砂川町の地下無重力実験センターの閉鎖です。夕張の炭鉱
の跡地につくられた世界最大の無重力実験施設でしたが、学術的な成果
は出たものの、産業としての成果が出ないとの理由で 2003 年に閉鎖さ
れてしまいました。
そのような状況を受け、宇宙産業基地を誕生させるためには誘致では上
手くいかないと思い至り、産業誕生の起爆剤となる製品開発を行うよう
に姿勢を転換しました。もともと地下無重力実験センターの存続運動を
続けるための事業主体だった北海道宇宙科学技術創成センター 
(HASTIC) は、産業の基盤となる技術開発を支援する活動を行うことに
なり、我々の研究室もHASTIC と二人三脚で技術開発に励んできました。
2016 年には北海道スペースポート研究会が立ち上がり、2019 年には北
海道航空宇宙企画株式会社という北海道スペースポートを設立するため
の準備会社が設立されました。スペースポート予定地の大樹町にある滑
走路を延伸するため、費用の調達を行っています。
この大樹町では、インターステラテクノロジズ株式会社が MOMO とい
う観測ロケットの打上げを行っています。インターステラテクノロジズ
社のロケットのコンセプトは、技術の精緻を極めたフェラーリではなく、
皆が使いやすいスーパーカブのような輸送機械をつくることです。今後
は軌道投入ロケット ZERO の打上げを目指しています。大樹町の射場と
しての優位性は、極軌道 (SSO) に投入しやすいという点にあります。
SSO に投入するためには、真南に打ち上げることになりますが、種子島
や内之浦から打ち上げる場合には、ドッグレッグターンをする必要があ
るためロケットが本来持つ能力より打上げ能力が低下してしまいます。
しかし、北海道からなら南側へまっすぐ打ち上げることが可能です。日
本はこの点でかなり損をしているため、北海道は打ち上げ方向に応じて
射場を変えるよう JAXA に提案しています。

宇宙ビジネスの課題と解決策
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司会：内閣府は、S-NET 事業の一環として各地方の中心都市などで衛星
データ利用に関する講座やセミナーを開催されていますが、その中でも
ともと宇宙業界に携わっていなかった方の参加状況はどのようになって
いるのでしょうか。

梅谷様：昨年度の S-NET セミナーにおける非宇宙産業の方々の反応と
しては、事後アンケートでは、「どのように宇宙ビジネスが利用されて
いるかを知ることができてよかった」という声や、「実際に操作しなが
ら衛星データの利用方法について学べたので、ためになった」という感
想が多かったです。メールマガジンの登録者は、企業の方々が 50%以上
を占めていますが、宇宙系と非宇宙系の割合は半々なので、徐々に非宇
宙産業の方々も宇宙分野に関心を持たれているという印象です。

司会：次に神永様に伺います。茨城県も宇宙ビジネスサミットやセミナー
などのネットワーキング活動をされていますが、宇宙ビジネスに対する
理解や、参加者層はいかがでしょうか。

神永様：昨年度行ったサミットは一般の方向けに開催したのですが、参
加者が宇宙産業の関係者に留まってしまった点が課題であると感じてい
ます。また、県内企業の方にご参加いただくなど、多業種連携を目的と
したマッチングも考えていたのですが、フォローアップの対応が追いつ
かず、その後の状況を確認できる体制が整っていなかったという問題も
あげられます。今後、マッチング後の支援体制も整え、より活動を広め
られたらと思っています。

司会：ありがとうございます。現在、宇宙産業に携わる人材が不足して
いる現状があるかと存じますが、人材に関する課題の一つとして、大学
卒業後の学生が宇宙ビジネスに関われていないという点があると思いま
す。そこで永田様に伺いたいのですが、大学の人材育成という機能に注
目した場合、どのような課題があるのでしょうか。

永田様：まさにご指摘の通り、人材が圧倒的に足りていません。特に宇
宙開発に携わる人材が輸送系の分野で足りない点は、ロケット系宇宙ベ
ンチャーの共通の悩みでしょう。ベンチャー企業は資金面の都合で、社
員を育てつつ事業を行う余裕がほとんどありません。既に研究開発がで
きる人しか雇えないというのが現状ですので、大学でそのレベルまで育
てて送り出さないかぎり、宇宙ベンチャーの研究開発は支えられないと
思います。
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永田様：ですから、特に研究開発をしたい学生の皆さんには、ぜひ博士
課程まで行ってほしいです。そうでないと、自分で研究するノウハウが
身につきません。どのようなテーマを選んだとしても、研究にはノウハ
ウが必要であるため、大学でそれを身につけることが重要だと思います。
その上で、自分の腕で勝負するという自信を持ってベンチャーに飛び込
んでほしいです。

司会：実際に宇宙分野で研究開発の即戦力となって活躍するために、ぜ
ひ博士課程まで進んでいただきたいということですね。
宇宙機器開発の分野では、研究のノウハウのある学生と企業のマッチン
グは上手くいくかと思います。一方で、衛星データ利用など宇宙利用分
野においてはどのように人材を活用することが必要なのか、高山様はど
のようにお考えでしょうか。

高山様：人材活用の話題に入る以前に、そもそも衛星データ利用が広まっ
ていないというのが現状です。この対策として、現在二つのアプローチ
を実施しています。まず一つは、一般の方々や大学生などが集まり、宇
宙関連の最新情報の収集、ビジネス創出の意見交換や衛星データを扱え
るようなコミュニティや勉強会を立ち上げることです。もう一つは、IT
関係のベンチャー企業と衛星データ利用をテーマにプロジェクトを起こ
すことです。このような取組みを通じて、衛星データ利用を広く周知し、
新たな宇宙コミュニティをつくっていくことが重要だと思います。

司会：まず宇宙利用の考えを広めなければ、人材集めや育成はできない
ということですね。宇宙開発分野に携わる人材を育成する際には、地方
で宇宙ビジネスを行う企業が存在することが重要だと思います。茨城県
では宇宙ビジネスの企業を集積させるため取組みをしていますが、県内
企業の育成あるいは県外からの企業誘致を進める上での課題としてどの
ようなものがあるでしょうか。

神永様：茨城県では宇宙ビジネスの拠点を形成するという目標のもと、
県に根付く宇宙産業の創出に取り組んでおり、企業を誘致する際には県
内企業とのシナジーを考える必要もあります。また、県内企業は平均的
に何でも製作可能な技術を持つ企業が多い一方で、強みとなる技術を設
定しにくいという課題があります。今後、企業誘致や支援の対象を考え
る際に、特化する分野を定めていく必要があると思います。

司会：ありがとうございます。県として支援するビジネス分野を絞って
いく必要があるということですね。つづいて梅谷様に伺いたいのですが、
国は宇宙ビジネスに新規参入する企業の支援も行っていると思います。
マッチングなど課題に感じている部分をお聞かせいただけますか。

梅谷様：S-NET 事業以外の取組みでも、ビジネス相談の窓口を設けたり、
宇宙ビジネスのアイデアコンテストを開催したりしています。悩ましい
点としては、宇宙分野のプレイヤーが固まってしまう点です。裾野を広
げるためには、さまざまな人に参画していただき、アイデアを出してい
ただくことが重要であると考えています。そのために、地域と連携しな
がらそもそも宇宙ビジネスはどう役立つのか、情報発信のレベルから裾
野を広げる活動が必要であると思います。

司会：宇宙産業に従事するプレイヤーが固まっていく中、より多くの人
を巻き込む活動が必要だということですね。現在、北海道では農業分野
で衛星データ利用が行われている一方で、小型ロケットの開発など宇宙
機器産業の取組みも行われています。その中で、大学側から見て宇宙産
業の裾野拡大の点で課題に感じる部分があれば、お話しいただけますか。

永田様：現在取り組まなければならないことの一つは、ベンチャーの立
上げです。宇宙分野の裾野を広げるためには、ベンチャー企業が次々に
立ち上がることが大切であるため、大学側も自治体と連携しながら支援
していきたいと考えています。アメリカなどでみられるように、優秀な
学生は就職したがらないというような文化をつくることができれば一番
良いですが、そのレベルに一足飛びにはいかないので、さまざまな道が
あれば良いと思います。例えば、卒業後に就職したものの自分の思い描
いていたような仕事ができないと悩んでいる方に、札幌に戻って起業す
る道を考えてみないかと呼びかける、あるいは企業と連携して企業内ベ
ンチャーという形で新しい事業を立ち上げてもらうなど、さまざまな方
法を検討中です。今後はニュースペースの役割を広げることが重要だと
思っています。

司会：大学の立場としても今後ベンチャーの支援に力を入れていくとい
うことですね。そこで高山様にお聞きしたいのですが、宇宙ベンチャー
の立上げには資金などさまざまな課題があるかと思います。それらの中
で、ベンチャー支援について大学や行政側にどのようなことを期待して
いらっしゃいますか。

高山様：昨年、私自身がベンチャーを立ち上げたのですが、一番の問題
は資金集めです。現在は自分の貯金を崩して取り組んでいます。実際に
起業するのは簡単ですが、運営をしていくには人件費や開発費がかかり
ます。企業への投資や融資というものは、最終的にはその起業した会社
がお金を生まないとどこも支援してくれません。アイデアを考えたとき、
それがビジネスモデルとして成立するかどうかを客観的にサポートして
くれる有識者も少なく、失敗してもお金を出してくれるエンジェルファ
ンドの仕組みも日本では整っていません。前例がない故に周囲が及び腰
になるというのがベンチャーを立ち上げて新しいことをする際の課題で
す。
国からの支援としては、有識者をタイムリーに派遣できるような仕組み
が必要だと思います。地方自治体に関しても、人事異動や予算の問題で
プロジェクトが途切れてしまう場合があります。自治体主導ではなく民
間事業者が主体となって継続的な取組みを行い、それを自治体がサポー
トする形が良いと思っています。

司会：宇宙産業を発展させるためには、民間事業者が主体となって活動
していくことが重要とのことですが、地方自治体が資金やビジネスモデ
ルについてサポートすることも求められると思います。今後民間事業者
が主体となって宇宙ビジネスを発展させていく上で、茨城県としてはど
のような支援が必要だとお考えでしょうか。

神永様：ビジネスプランの構築について、より重点的に支援を行うべき
だと考えています。自治体として補助金を出すのみに留まるのではなく、
その前段階において、特にベンチャー企業の場合はビジネスプランのア
イデア段階でどのように収益化していくか、どのように資金を集めてい
くかに関して、専門家やコンサルティングの方々の意見を聞く必要があ
ります。

最後に
梅谷様：今後、より多くの方々に、宇宙とビジネスがどのよう
な形で結びついているのかを知っていただくことが必要である
と思います。内閣府として、より積極的に情報を発信していき
たいですし、参加された皆さまにおかれましても、ぜひアンテ
ナを張り、宇宙に関するセミナーなどにご出席いただき、情報
収集をしていただければと思っています。

神永様：今後宇宙ビジネスに取り組んでいく自治体は県、市町
村を問わず広がっていくと思います。今回参加していただいた
皆さまには、このような形で宇宙と関わる方法もあるというこ
とを知っていただければ幸いです。茨城県として、今後も宇宙
ビジネスやベンチャー支援、企業誘致や県内企業との連携を強
化してまいりたいと思います。

高山様：宇宙産業は、官主体から民主体へ変わりつつあります。
私は地域から宇宙産業の構造を変えることを理念として掲げて
おります。大分県は宇宙ビジネス創出推進自治体となり、スペー
スポート整備を行うことで新しいエコシステムをつくろうとし
ています。衛星データの利用に大きなシステムは要りません。
必要なのは知恵とアイデアです。皆さまが柔軟で新しいアイデ
アを出していける場をつくっていきたいと思いますし、そのよ
うな場で宇宙関連事業創出にチャレンジしていただければと思
います。

永田様：本日聴講されているのは学生の方が多いということで、
ここでは今後どのように人生を歩んでいくのかの参考のために
申し上げます。私が就職したときに一番人気が高かったのは金
融でした。その20年後、一番人気があったのは外資系金融です。
我々の世代より 20 年前に一番人気だったのは国鉄、さらに 20
年前は石炭産業だったそうです。要するに、今一番花形で、福
利厚生が充実していて賃金も良い職種を選んでもあまりあてに
ならないということです。福利厚生や生涯賃金に目を囚われず
に、そこで自分がどのような仕事ができ、どのような能力を身
につけることができるのかを考え、そして自分の力でステップ
アップしていくことを考えながら、今後の人生を歩んでほしい
と思います。

司会：今回パネリストの方々と議論していく中でさまざまな課
題が見えてきました。参加者の皆さまにおかれましては、本企
画が今後の宇宙ビジネスのあり方や地方でどう宇宙産業を発展
させていくのかについて考えるきっかけになれば幸いです。本
日はどうもありがとうございました。

神永様：これまでは補助金や事業化実証の委託という形でしたが、支援
体制を盤石にして事業に移る前段階でのビジネスプランを固めてから動
き出し、またその後も定期的にメンタリングを行うなど、状況を見なが
らの支援が必要だと思います。

司会：宇宙ベンチャー企業を立ち上げる際に鍵となる技術が大学の研究
室から生まれることも多いと思います。そこで、大学としてベンチャー
を支援する際、特に資金面での課題があれば教えていただけますか。

永田様：資金面はベンチャーを考える皆さまが課題として抱えるものだ
と思います。特に私の研究室で扱っている輸送系は開発費がかかるので、
事業化までの資金をどう集めるかが難しい問題です。よく、デスバレー 
( 死の谷 ) を超えるという言い回しがありますが、これを超えるのが大
変で、特にどのように資金を手当てするかが課題です。早い段階で株式
の譲渡を伴う投資を受け入れる手もありますが、株価が上がる前に投資
を受け入れると株式の多くを失ってしまい、身動きが取れなくなってし
まうという懸念があります。技術を実証するまで耐えられるかという問
題は、補助金で乗り切るというのが一番良い選択肢だと考えています。
日本でもエンジェルファンドが広がれば良いのですが、現状ではなかな
か難しいので、大学や自治体などがベンチャーに対し、事業化までの資
金援助を行う制度が導入されると良いと思います。

司会：国や自治体などの補助金が必要になってくるとのことですね。こ
こで梅谷様にお聞きしたいのですが、産官学で連携をしながらビジネス
アイデアの事業化まで支援する上で、内閣府として今後どのような取組
みを行う予定でしょうか。

梅谷様：国としてもスタートアップから成長段階までさまざまな取組み
を設けておりますが、やはり宇宙利用産業、宇宙機器産業ともに人材不
足、宇宙ビジネスに対する認知度の低さなどが課題です。産官学が連携
して取組みを有機的に機能させていくべきで、既存の政策以外において
も、今後強化していくべき政策の検討が必要です。また、そもそも政策
が知られていないという問題があげられるため、アイデアベースからビ
ジネス化までをサポートするような S-Booster や先進的な衛星データ利
用モデル実証事業があるということも含めてさらに情報発信をしていき
たいです。

司会：ありがとうございました。ここで高山様にお聞きしたいのですが、
宇宙ビジネスに対する理解や支援策に対する認知度を高めていくにあた
り、民間事業者の立場として一番重要だと考えていることについてお聞
かせいただけますか。

高山様：宇宙ビジネスをもっと身近な存在として捉えていただくことで
す。大学生だけでなく、10 年後に日本を担う中高生にも知っていただく
必要があります。スマホで毎日自分の位置や相手の位置を知るのに衛星
測位情報を使っているのにも関わらず、それを知らない人も多くいます。
自らが宇宙ビジネスの中にあり、宇宙開発・宇宙ビジネスは身近だとい
うことを伝えていくような取組みが必要だと思います。民間事業者主導
でコミュニティを広げていくことが一番重要であると考えています。
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商社はなぜ日本の宇宙ビジネスに
もっと投資しないのか 企画責任者 鳥居 壮瑠

宇宙産業の市場が急激に拡大した結果、現在世界全体の市場規模は 40兆円
を超えています。世界各国で宇宙産業への投資が進む中、日本は宇宙ベン
チャー企業への出資額が世界第 3位と多額であるにもかかわらず、他国に
比べ民間ファンドによる出資があまりありません。これを踏まえて、本企
画ではパネリストの方々に国内外の宇宙業界への投資や、新型コロナウイ
ルス流行の影響についてお話しいただくとともに、国内宇宙業界の課題や、
それに対する商社の役割について議論していただきました。

企画概要

日本女子大学卒業後、清水建設 ㈱ 宇宙開発室、JAXAでの勤務を経て
スペースアクセス ㈱ を設立、宇宙ビジネスコンサルタントとして欧
米のプロジェクトに参画するなど商業宇宙開発の推進を目指して活
動。2020年 4月 1日よりスパークス・イノベーション・フォー・フュー
チャー ㈱ シニアバイスプレジデント、宇宙投資担当。

大貫 美鈴 様
スパークス・イノベーション・フォー・フューチャー株式会社

2015年三井物産入社後、東南アジアにおける電力インフラ開発事業投資に
従事。2017年に、社内ビジネス提案制度を通じて、インフラ事業の傍ら宇
宙事業の開発に携わる。2019年より宇宙事業開発室所属。事業投資に加え、
国内外のパートナーと連携した各種案件開発を推進中。2020年に
Spaceflight, Inc. を買収し、同社経営に参画。

丹羽 紀人 様
三井物産株式会社 モビリティ第二本部 輸送機械第四部
宇宙事業開発室

1975年鳥取県米子市生まれ。神戸大学工学部卒。少年時代にはハレー彗星
をきっかけに天文学者を志すが、大学在学時代に IT ベンチャーを起業。そ
の後音楽業界、IT業界を経て2009年、宇宙ベンチャー「株式会社スペースシ
フト」を起業。代表取締役に就任。2013年には宇宙葬事業を展開する米ベン
チャー企業、エリジウムスペースの取締役に就任。総務省「宇宙×ICTに関
する懇談会」「宇宙利用の将来像に関する懇話会」構成員などを務める。

金本 成生 様
株式会社スペースシフト

PANEL DISCUSSION 2

用語集
M＆A

IPO

エグジット

キャピタルゲイン

インカムゲイン

事業アセット

プレゼンス

ポートフォリオ

エコシステム

カーブアウト

ジョイントベンチャー

スペースポート

スケーラブル

ライドシェア

Mergers and Acquisitions（合併と買収）の略。資本の移動を伴う企業の合併と
買収のこと。

Initial Public Offering の略。「新規公開株」や「新規上場株式」という株を投資家
に売り出して、証券取引所に上場し、誰でも株取引ができるようにすること。

オーナー経営者や投資ファンドなどの投資家が、これまで経営してきた企業を売却
して利益を得る行為のこと。

株式や債券など、保有している資産を売却することによって得られる売買差益のこと。

株式や債券などの資産を保有中に得られる収益のこと。

主に、会社に将来的に利益を与えると思われる経済的価値のこと。

存在感や影響力のこと。

金融・投資用語としてのポートフォリオは、現金、預金、株式、債券、不動産など、
投資家が保有している金融商品の一覧や、その組み合わせの内容のこと。

生態系という意味。各社の製品や技術の連携・繋がりによって生まれる全体の
システムのこと。

企業が事業の一部分を切り出して、その事業を社外事業の1つとして独立させること。

複数の企業が互いに出資し、新しい会社を立ち上げて事業を行うこと。

宇宙へ行くための港のこと。

規模が拡張する可能性のこと。

ロケットに小型衛星を相乗りさせること。

シニアバイスプレジデント
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商社はなぜ日本の宇宙ビジネスに
　　　　　　　　　　　　もっと投資しないのか 企画責任者 鳥居 壮瑠

司会：まず投資について伺いたいと思います。初めに、丹羽様
からお伺いします。このパネルディスカッションのタイトル「商
社はなぜ日本の宇宙ビジネスにもっと投資しないのか」につい
てですが、現在既に商社は国内宇宙ベンチャーに対してある程
度の出資は行っています。ではそもそも、なぜ商社は事業に投
資するのでしょうか。また事業を拡大していくにあたって、投
資以外にはどのような取組みがあるのでしょうか。

丹羽様：我々は投資に対するスタンスを表現する言葉として、
投資事業と事業投資という言葉を使うことがあります。投資事
業というのは、投資した後にM＆Aや IPOなどのエグジットを
通じて、キャピタルゲインやインカムゲインを狙うことを主眼
に置いたもの、一方事業投資では、キャピタルゲインやインカ
ムゲインを狙う側面も勿論あるのですが、投資というのはあく
まで事業をつくるときの一つの手段であると考えています。商
社としてパートナーの皆さまと新規事業を立ち上げる際は、
マーケティングや物流をお手伝いさせていただくことなどいろ
いろなアプローチがありますが、その一つとして投資というア
プローチがあると考えています。投資に限らず、例えばパート
ナーとなるベンチャー企業の方と目線が合うのであれば、共同
の実証プロジェクトを立ち上げるケースもあります。

司会：なるほど。つまり商社にとって事業投資は事業を大きく
していくための一つの手段であり、他にもさまざまな方法で事
業を拡大していくことができるわけですね。では、商社はベン
チャー企業のどのような点に着目して事業創造に取り組もうと
しているのでしょうか。

丹羽様：我々がそういったことを考える上で一番大切にしてい
るのは、ベンチャー企業の皆さまと協業することでwin-win の
関係になれるかどうかです。我々はさまざまな事業領域で事業
を行ってきた歴史があるため、世界各国でのネットワークや資
金面といったリソースに関して提供させていただけるものがあ
ると思っております。そういったリソースとベンチャー企業が
持っているカッティングエッジな技術やサービスを組み合わせ
ることで、同じ目線で同じ志を持って一緒に新しい事業を作っ
ていけるかどうかを非常に重視しています。例えば、我々は鉄
鉱石やガスの分野でさまざまな事業アセットを持っていますの
で、そういったアセットに対して衛星解析をかけて、何か新し
いサービスを検証し、開発するといった取組みをベンチャー企
業とできれば非常に面白いと思います。また、これはベンチャー
企業     にとっても一つの実績になると思いますし、こちらと
しても持っているポートフォリオの良質化につながっていくわ
けで、そういう意味でwin-win の関係をつくれることが理想的
と考えています。

司会：ありがとうございます。今のご意見に対してベンチャー
企業のお立場である金本様はいかがお考えですか。

投資について 金本様：いま僕らは衛星のデータを使ってビジネスをしている
わけですが、衛星データがあれば何でもわかるというわけでも
ないですし、それをどういう風に社会に役立てていくのかが重
要だと思っています。商社はさまざまな産業を傘下に持ってい
ますから、商社がされている事業全体において、衛星データを
具体的にどのように使っていくのか非常に期待しているところ
です。ベンチャー企業が生み出すいろいろな技術や、その技術
の先にある衛星のデータを持っているからといって、「衛星を
飛ばしてデータが取れたので、それでビジネスになります。」
というような簡単な話ではないのです。例えば、そのデータで
船の航路を最適化して燃料を削減したので収益が上がるとか、
衛星を使って鉱山を発見できたので、GPSを利用して自動ロ
ボットを使った採掘を行うとか、採掘現場が崩れないように衛
星を使って常に監視するとか、色々な形で事業の最適化につな
げる必要があります。我々は技術をたくさん持っており、それ
をいかに企業収益につなげるかに関しては、商社がいろいろな
実例を出してほしいなと期待を持っています。

司会：ありがとうございました。ここまで、投資の話について
お話しいただきました。次に海外との比較について伺いたいと
思います。日本と海外を比較した場合、日本の宇宙産業は欧米
から遅れているという認識が強く、実際に宇宙ベンチャー企業
への投資額でも、1位のアメリカに大きく離されています。宇
宙ベンチャー企業への投資額について、日本にはどのような課
題があるのでしょうか。

大貫様：確かに、日本の宇宙産業は周回遅れしているとよく言
われるかもしれませんが、私はそこまでではないと思っていま
す。日本もロボット、センサー、バッテリーなどの個別技術で
は進んでいるところがあると思っています。昨今、日本の宇宙
ベンチャー企業も少ないながら増えていて、革新的なビジネス
モデルで世界のマーケットをつかもうとしているように思って
います。宇宙といってもいろいろなセグメントがありますが、
さまざまな事業分野において特色のある事業を進めようとして
いて、プレゼンスはグローバルな中でもあるとみています。た
だ一方では、個別の技術をインテグレート（統合）する能力、
そしてそこからマネタイズする能力が不足しています。さらに
は、世界規模の市場、資本、技術を統合したエコシステムを構
築できておらず、そしてリードできていないと考えています。

司会：先ほど統合的なビジネスを構築する際に、不足する資本
にアクセスするとおっしゃられましたが、それをつくる上で商
社の役割はあるのでしょうか。例えば、商社がさまざまな技術
を持ったベンチャー企業に出資したり、貿易や流通などを担っ
たりすることで、宇宙業界はより発展するのではないかと思う
のですが。

丹羽様：私の理解ですと、先ほどの大貫様のお話を聞いていて、
おそらくインテグレート力は、需要にマッチする形でサービス
の仕様を設計し、それをマーケットに売り込んでいく力だと言
い換えられると思います。

海外との比較について

丹羽様：アメリカをみると、防衛が一大産業となっていて、そ
こに宇宙技術を使っていくポリシーが非常に明確だと思いま
す。民間企業やベンチャー企業の方と話していてもそういった
点に対する感度が高く、そうした部分を見据えてビジネスをし
ていく動きによってお金がどんどん入り、エコシステムを回し
ていくという流れが上手くできているなということを肌で感じ
ています。私が、需要がどこにあるのかを専門家の方々に対し
てアドバイスさせていただくことはおこがましい部分もあるの
ですが、この観点で日本の企業の方々にお手伝いさせていただ
ける部分があるかもしれないと、議論をお伺いしていて思った
次第です。

司会：なるほど。アメリカは宇宙を防衛目的で利用する意図が
あるとお話しいただいたと思うのですが、日本にはそのような
意図はないのでしょうか。また私は、日本は JAXA などで、科
学振興目的で宇宙に予算をつけている印象があり、防衛という
意図は薄いように感じられます。それについてはいかがお考え
ですか。

丹羽様：私は安全保障の専門家ではないため日本の状況に関し
て深く理解できていない部分もあると思いますが、日本として
持つ宇宙技術に関して出口をどこに置くか、どのように出口に
向かっていくべきかについては、昨今議論が活発に行われてい
ると理解しています。今はアメリカが若干先行していますが、
日本においても斯かる議論が活発化していくことで、結果的に
宇宙産業の広がりにつながると期待していますので、ぜひ私も
日々勉強させていただきながらよく動向を見ていきたいと思っ
ている次第です。

司会：ありがとうございます。同様の質問、大貫様はいかがで
しょうか。

大貫様：防衛というよりも、安全保障と言い換えるとわかりや
すいと思います。安全保障の脈絡で宇宙技術を活用していこう
ということで、宇宙基本計画の中でも、産業化、防災復興、あ
るいは科学探査などが、安全保障と並んで大きな柱になってい
るところです。安全保障目的での利用は日本やアメリカ、中国、
その他の国でも活用されています。     

司会：海外との比較に関しまして、先ほど大貫様の基調講演の
中で日本の VC投資はまだそこまでではないというお話があり
ましたが、これはなぜでしょうか。

大貫様：日本の投資の件数は、2000 年以降の累計でアメリカ、
中国に次いで世界 3位ですが、それは件数であって、投資の額
のボリュームはまた別の話です。件数は多いですが、VCの宇
宙に向けられる投資の額は欧米に比べると圧倒的に少ないで
す。日本の投資の場合はCVC（コーポレートベンチャーキャピ
タル）といい、会社が事業に投資をするものが件数を稼いでい
ます。

司会：ありがとうございました。今年はこのフォーラムもオン
ラインになっているように、さまざまな方面で新型コロナウイ
ルスの影響が出ています。このコロナ禍で、宇宙産業への投資
はどうなっているのでしょうか。大貫様からお願いします。

大貫様：宇宙投資は減るどころか、むしろ増えています。まだ
第一四半期と第二四半期の VCの宇宙投資というデータしか出
ていなくて、全体のデータは後半が終わってから出るのですが、
投資は増えているということが言えます。それも結構劇的に伸
びているのが現状だと思います。先ほど（基調講演）もお話が
ありましたように、バリュエーションといわれる企業価値を表
す数字は、分析によっても異なりますが、30％ぐらい下がって
いるのではないかというところです。ただ、コロナ禍で事業を
続けていくこと自体が、特にスタートアップ間もない企業に
とっては大変なので、仕方がない部分もあります。しかし例年
に比べると、レイターステージの大きな投資よりは、アーリー
ステージに投資が向いているという変化もあり、全体としては
そこまで悪くないと言えます。また、コロナ禍で製造やミッショ
ンの遅れなどさまざまな制約がある中で、5月末にはスペース
Xの有人宇宙ロケットが打ち上がり、7月には火星探査機が 3
基も打ち上がりました。日本でも、有終の美を飾った「こうの
とり」の最終打上げがあるなど、いろいろなミッションが実施
されています。今年、スペース Xに対して 3月に 500 億円、8
月に 2000 億円を超える投資がされていることからも見て取れ
るように、こういう状況にあるからこそ技術投資は止めてはな
らない、次の時代をつくっていかなければならないという流れ
は確実にあると思います。また宇宙を活用したものには、例え
ば通信、地球のモニタリングによる経済予測、自粛生活の中で
の閉鎖空間内でのノウハウ、ヘルスケア等々の分野における宇
宙利用などがあります。これらがコロナ禍あるいはポストコロ
ナの中で地球上の私たちの生活の中でも活用されることになれ
ば、宇宙産業に向けられる期待も非常に大きいと思います。コ
ロナ禍で非接触社会に向かっていく中で非対面とかリモートと
か自動化とかいろいろある中で、宇宙技術を使って解決できる
ものが割と多く見えていると思います。

司会：なるほど、ありがとうございます。コロナ禍による宇宙
業界への影響について、金本様はいかがでしょうか。

金本様：まず投資に関しては、弊社も次のラウンドに向けて今
資金調達を行っています。昨年、ご検討いただいた投資家さん
が結構いらっしゃいましたが、2月、3月に入ってからは直接
対面ができないため、リモートの環境ではなかなかその熱意が
伝わりづらいですね。１回も会ったことがない人の人柄を見極
めることは難しいので、そういったところの影響は大きいと
思っていました。ただ、この 5月、6月に入ってきて、ファン
ドの方も集めたお金を常に回していかないといけないので、か
なり動きが出てきたという印象があります。また、大貫さんも
おっしゃったように、宇宙ビジネスの必要性や未来への投資と
いう観点での宇宙ビジネスの存在感というところでは、まだ企
業価値が下がっており、宇宙には取り組まなければいけないと
思うことも増えています。

コロナ禍による影響
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商社はなぜ日本の宇宙ビジネスに
　　　　　　　　　　　　もっと投資しないのか 企画責任者 鳥居 壮瑠

金本様：事業的な面でいうと、我々が行っているリモートセン
シングでは、工事現場などの需要増があります。道路工事は前
段階でいろいろな測量をしないといけません。今までは人が
行ってやればいいということで現地に人を派遣していました
が、人を派遣して外で働いてもらうことは、コロナの影響で非
常に難しくなっています。そこでリモートセンシングで、業務
に必要な測量などの作業をするときに衛星を使おうという動き
はかなり出てきているように感じています。政府の宇宙基本計
画の中にも、自治体や政府がいろいろなインフラの管理や災害
時の状況把握を行う場合に、まずは、衛星データの活用を前提
に進めることや、衛星データを使うのが合理的な場合は必ず使
うようにするという文言も加えられています。このような非接
触社会において何でもリモートで対応できれば、より効率的に
なり、人が移動しない分二酸化炭素の排出量も減ります。我々
はすでにそれらを可能にする技術を持っており、そのような社
会にどんどん向かっていく中で、我々にとっては非常に追い風
だと感じています。

司会：新型コロナウイルスがもたらすのは、必ずしも悪影響ば
かりではないということですね。やはり会うことができないと、
投資の決定などにおいて問題が発生します。ただ、ファンドも
投資をし始めているということや、業務に必要なことであれば
衛星を積極的に使っていこうという政府の方針も出てきている
ので、そういったところに注目したいですね。新型コロナウイ
ルスによる影響について、商社の丹羽様はいかがお考えでしょ
うか。

丹羽様：今、金本さんのコメントを拝聴していて、私が実際に
スペースフライト社 (Spaceflight, Inc.) への出資などを通じて
宇宙関連事業に携わる中で感じていたことと非常に合致してい
て、面白いというか、みなさん感じていらっしゃることは一緒
なのかなと思いました。スペースフライト社は、アメリカを中
心にベンチャー企業から衛星打上げを受注させていただいてお
りますが、3 月から 4 月にかけてはそういったベンチャー企業
の動きがゆっくりとなった時期があった後、この 5 月から 6 月
にかけて打上げ発注の動きが戻ってきました。その背景として、
このままじっとして衛星を地上に持っていても何も価値を生ま
ないということに気づき、コロナはなかなか収まらないが、ど
んどん衛星を打上げていこうと方針を転換された企業さんが多
いということを聞いておりました。多分それが、ファンドの皆
さんが投資の資金が手元に眠っていてもまずいので積極的に投
資をしていこうと考えた時期と重なるのかなと、今伺っていて
思ったところです。それと時を同じくして、打上げに関しても、
まだロックダウンされている国もありますが、ロケットラボの
あるニュージーランドなどはもう解除され、アメリカも引き続
き打上げを継続している射場もかなりありますので、再開に向
けて相当進んでいたり、すでに再開していると感じているとこ
ろです。コロナ禍での投資に関しては、なかなか悩ましいとこ
ろです。宇宙産業では新型コロナウイルスの影響が追い風に
なっている部分もあって、金本さんがおっしゃっていた通り、
三井物産が出資する、衛星観測プラットフォームを構築し AI
を活用した衛星画像分析で世界情勢のモニタリングを行うブ
ラックスカイ社 (Blacksky LLC) では、政府からの発注が、     
新型コロナウイルスが流行してから増えたといった事例もある
ため、追い風なのだろうと思います。

明確な答えはないですが、例えば、実証はせずとも少し収益が
上がるような仕組みといいますか、そういったものを何かで導
入できると違ってくるのではないかと、素人ながら思うところ
はあります。

司会：なるほど。宇宙実証を行う際は資金がたくさん必要にな
るということで、マネタイズが難しいことや、初期費用がかか
るのが難しいところかなという風に思います。これに対して金
本様いかがお考えでしょうか。

金本様：大貫さんは経営陣がちゃんとやり抜く能力があるかと
言いましたけど、アメリカで会議に出ていると、やはりみんな 
「Space is hard. 」という風に言っています。とにかく宇宙は大
変だと、その一言でみんな片付けて頑張ろうといったような話
が多いです。宇宙事業は、宇宙実証も含めていろいろなハード
ルが他の事業に比べれば多いのではないかと思っています。そ
こをどう工夫してやり抜くかが大切です。例えば、資金調達を
どういうタイミングでやるか、今宇宙に行く前に地上でできる
ことはないのか、地上の技術に応用できることがあるかを考え
る。もしくは全く別のビジネスモデルで、広告とか企業協賛と
かそういうもので売上を立てているベンチャー企業もいます
し、そういうアイデアをどんどん出して諦めないでやり抜くこ
とや実際に実現する行動力も重要だろうなと思っています。僕
らもいろいろなチャレンジをしながら、まず、ものをつくって
結果を出して使ってもらうというところを小さなスケールでも
やっていこうと考えています。それだけハードルが高いのでや
はり参入してくる人もそんなに急激には増えないのだと思いま
すが、そういう熱意や工夫する志があれば、どんどん勝ち抜い
ていける業界だと感じているので、宇宙のハードさに心構えが
できて勇気のある人は、どんどん投資を集めるでしょうし、い
ろいろなものを形にしていくのだろうと思います。

司会：ありがとうございます。それでは最後に、国内宇宙産業
への投資を増やし。市場規模を拡大するためには何が必要だと
考えるか、ご意見をお聞かせください。

大貫様：三つ申し上げたいと思います。まず一つ目は政府が市
場をつくる方向の政策を打ち出して、PPP(Public Private 
Partnership) 官民連携で産業を拡大していく方向性が必要で、
求められるところだと思います。二つ目に、日本の場合は宇宙
ベンチャー企業も勢いよくいろいろな活動をしていますが、同
時に非宇宙企業の宇宙参入というのも非常に重要なところで、
産業拡大あるいは作業が強くなるためには必要です。異業種企
業の参入によって従来企業とのシナジーが生まれるからです。
三つ目は、市場ありきで課題を解決することです。先ほど
SDGs みたいなものもありましたけども、そういったものであ
れば投資も行われて、市場拡大につながると思います。この三
つが良い循環を生むことで投資も増え、市場規模も拡大してい
くことが期待できると思っています。

司会：続いて金本様、お願いします。

金本様：宇宙というのは宇宙でなにかビジネスをして、全く新
しい収益が上がってくるということではなくて、宇宙を利用す
ることで今ある産業がどう効率化して、収益改善するか、じゃ
あ道具として宇宙を使いましょうということだと思います。

金本様：月の資源とかそういった新たなものを宇宙に求めるこ
とは数十年後にはありえますが、例えば、なぜスペースフライ
トがライドシェアや衛星を打ち上げるビジネスができているか
というと、衛星を使った通信や地球観測など、データを集める
ことでビジネスになるからです。衛星を打ち上げるビジネスは
どこから来ているかというと、今ある地上の産業です。地上の
産業をいかに宇宙で利用していくのか、例えば衛星のデータを
どう利用していくのか、衛星通信を気軽に利用していくのか。
ここが拡大していかないと、そもそも宇宙産業の拡大というも
のはないという風に考えています。僕らが今行っている衛星
データの世界でも、衛星のデータが取れたので何かに使ってく
ださい、という形で売っているようなものが多いのですが、そ
うではありません。例えば、商船を運用している会社が海の気
象について知りたい場合、もしリアルタイムに 10㎞、20km 
先の気象がわかれば、燃料を削減できます。その結果、年間
3,000 億円浮けば商社としては 1,500 億円を払うといった話に
なれば、1,500 億円で大型の SAR衛星を 10 機打ち上げるとい
うようなことも十分可能です。そういうユーザー側のニーズを
どう宇宙事業に繋げていくのかは非常に重要だと思います。今
述べたことを僕は宇宙事業のインストールという言い方をして
いますが、あらゆる産業に対して宇宙事業をインストールして
いくことが必要です。エネルギーから消費財まで幅広く企画、
流通したり、データを使ってコンサルをするなどのサービスを
提供したりする商社が何社もある国は他になく、そういう産業
がある日本だからこそ、あらゆる産業に宇宙事業をインストー
ルしていく機会は非常に多いのではないかなと思っています。
そこがアメリカ型のとにかく金を集めて物を打ち上げるってい
うところと違う、本当に宇宙を使うところから広げていく宇宙
産業というのは日本ができるところだと考えています。これか
ら学生の皆さんは会社に就職されますが、そこでどう宇宙が使
えるのか、宇宙を使うとどれだけ自分たちの事業が活性化する
のかについてずっと考え続けてもらい、その形をどんどん作っ
ていくことで、自然と宇宙利用の需要は高まると思います。

司会：宇宙のためにではなく、あくまでも地球に住む私たちの
ためになるように宇宙を利用していると。そして、宇宙産業が
拡大していくためにはそこを忘れてはならないということです
ね。最後に丹羽様、お願いします。

丹羽様：一番は、各産業のプロと宇宙産業のプロの方を結びつ
けることができるかが重要であり、我々商社の人間が、プロ同
士を繋ぎ合わせるプラットフォームになりたいと考えていま
す。それは地上のビジネス、船舶や農業に対してどのように宇
宙を活用できるかという視点もそうですし、他にも低軌道の無
重力空間でできたタンパク質をどうやってヘルスケア分野に応
用できるかということなどに繋がってくる話だと思っていま
す。そのように各産業のプロと宇宙専門家を繋ぎ合わせる中で、
少しでも我々がお手伝いできることがあれば、それが宇宙産業
の発展に繋がるのかなという風に私は考えています。

司会：皆様、ありがとうございました。現在、国内宇宙産業は
盛り上がりを見せており、ベンチャー企業への投資額やベン
チャー企業数自体も増えてきて、今後はさまざまな分野に宇宙
を結びつけることが大切になってくると思います。その中で商
社が各産業のプロと宇宙専門家を繋ぎ合わせる役割を担うこと
で、国内宇宙産業にインテグレート力が生まれ、より発展して
いくのではないでしょうか。

丹羽様：一方で、宇宙産業に限らず投資に対する姿勢全般が厳
しくなっていることがどこの業界でもあるのではないか、その
煽りを多かれ少なかれ宇宙産業も受けていると感じ、やはり今
まで以上に、ビジネスモデルがどれだけしっかり考え抜かれて
いるかということや、先ほど申し上げたようなインテグレー
ション力がより厳しく、精緻に見られていく世界になっている
のだろうと感じているところです。

大貫様：少し付け加えます。まずスパークスグループの宇宙フ
ロンティアファンドの話をしますと、宇宙に投資しているファ
ンドは国内にもいくつかありますが、宇宙フロンティアファン
ドは、宇宙専門のファンドとしてこの 4月に会社（スパークス・
イノベーション・フォー・フューチャー株式会社）が設立され、
5月にファンドが立ち上げられ、6月から運用されています。
投資先が日本の宇宙ベンチャーだけでは、数が少なくて、投資
機会が少ないのではないかと思われる方もいるかもしれません
が、国内宇宙ベンチャー企業も増えてきていまして、100 社に
近いようなところまできています。数自体は今、全世界で約
2,000 社宇宙ベンチャーがあると言われていまして、2030 年に
向けて 10,000 社を超えてくると見込まれています。この中で
日本は少ないのですけれども、増えてきているというところで
は投資機会もあると見ていますし、宇宙ベンチャーだけではな
くて、例えば中小企業や大企業による宇宙事業のカーブアウト
するというようなところへの投資や、例えばスペースポートの
事業のようなジョイントベンチャーといった領域も投資対象に
しています。投資にあたって、経営者あるいは経営陣のやり抜
く力は、重要なところです。また、ビジネスモデルがしっかり
していることが必要です。技術があってもそれがマネタイズさ
れなければいけないというところで、革新的なビジネスモデル
は非常に重要です。その市場がつくれるか、拡大できるか、掴
めるか、あるいはその市場がスケーラブルなものかどうかって
いうのは非常に重要です。今までの政府の宇宙開発の時には、
日本の予算で日本のミッションを実行するということであまり
グローバルという視点はなかったかもしれないのですが、今商
業の宇宙開発、宇宙ビジネスの中では市場は最初からグローバ
ルです。宇宙固有のものでは宇宙実証があります。宇宙実証と
いうのは宇宙での実証実験などのことで、宇宙実証をするため
にはロケット契約だとかいろいろなものが必要で、かなりハー
ドルがあるのが現状です。

司会：国内ファンドもされている大貫様から、投資するにはど
ういった基準があるのかといった話をお伺いしましたが、その
中でも “やり抜く力” が重要視されているということなのです
ね。これは私の偏見なのですが、日本はどこかグローバルでは
ないというか、国内で収まっているようなイメージがあります。
しかし、初めからグローバルに展開することが重要であり、ま
た宇宙で実際に何らかの運用がなされていると、より投資対象
として見られやすいということですね。

丹羽様：先ほど大貫さんから、軌道上での実証を完了するとい
うことが投資を受ける上で大切な要素だということをおっ
しゃっていただきましたが、その通りだと思う一方で、やはり
そこに至るまでに資金が必要になってくるところが宇宙事業の
難しいところだなという風に肌で感じております。
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企画責任者
グループワーク１

講師講演

企画の狙い

第 1部　 有人宇宙活動の可能性 

今、国だけでなく民間事業者にも宇宙開発に対する姿勢の変
化が求められています。これは、低軌道利用の民営化やこの
ことによる価格競争で宇宙旅行や新しい宇宙利用が実現しは
じめてきたためです。宇宙開発が新たな局面を迎えるにあた
り、私たち民間も認識を変え、宇宙開発に携わる裾野の拡大
に積極的に関わることが、更なる宇宙開発の発展に重要なの
ではないでしょうか。 本企画では、有人宇宙開発の現状を整理
し、宇宙開発において有人宇宙開発がどのような価値を持つ
のかを考える機会を提供しました。

有人宇宙開発をより身近に感じていただくために、宇宙旅行
のプランを議論していただきました。

宇宙開発フォーラム 2020 のテーマである「宇宙業界の拡大・
発展に向けた新規企業の参入の課題とその解決法」に対し、
本ワークショップでは「有人宇宙開発が新規企業の新規参入
に大きな役割を果たすのではないか」という答えを提示しま
した。しかし現状では、地上でノウハウを培ってきた企業で
あっても、「自社の技術は、有人宇宙開発に求められていない」
や「宇宙開発では全く異なった技術が必要になる」といった
先入観が支障となり有人宇宙開発への参入が進んでいないの
ではないでしょうか。本ワークショップでは、有人宇宙開発
の最終目標である宇宙滞在を題材として、有人宇宙開発に関
わる先入観を取り払い、今まで宇宙開発に関わってこなかっ
た企業の有人宇宙開発への新規参入を促すことを目的としま
した。

内容 
グループワーク 1では国際宇宙ステーション (ISS) での観光モ
デルを計画していただきました。初めに自己紹介の中で参加
者一人一人の趣味や特技を発表し、これを Jamboard に記入し
ていただきました。次に指定したISSの環境面での特性に対し、
そこから派生する特徴やできることを書き出し、自己紹介の
際に記入した趣味や特技と組み合わせることで ISS での観 光
モデルを複数提案していただきました。そしてグループワー
ク 1のまとめとして最もユニークなアイデアを選び、想定さ
れうる利用者や旅程など観光プランをさらに詳細に考えてい 
ただきました。

提示した特性は「微小重力」「大気がない」「景観」「宇宙とい
うイメージ」「地球を 90 分で周回する」の五つでしたが、全
班共通して「微小重力」と「景観」から派生した意見が多く
出されました。まず「微小重力」のもとでは、身体が軽くなる・
浮遊できるということを活かし、スポーツと結びつけた観光
モデルが多く提案されました。これらのアイデアについて、
新感覚のスポーツを楽しめることやメンタルケアとしても有
効であること、スポーツを通して観光客同士で国際交流がで
きることなどの強みがあげられました。一方、「景観」を活か
して、写真や動画撮影だけではなく、ISS からの景色を楽しみ
ながらの運動や会議といった、他の特性と合わせて活用した
観光モデルが提案されました。また、他の特性からもユニー
クな観光モデルが数多く提案されました。
グループワーク１を通して、参加者それぞれの趣味や特技な
どが有人宇宙旅行の新たな可能性を広げうるということを実
感していただき、有人宇宙開発を身近に感じていただくこと
ができました。

講師講演では国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 (JAXA) 
安全・信頼性推進部長の上森様に「低軌道の商業化における
ISS の展望と宇宙旅行の可能性」と「長期宇宙滞在の危険性と
対策」の二つのテーマをお話しいただきました。
まず第 1部「低軌道の商業化における ISS の展望と宇宙旅行
の可能性」では、宇宙旅行を扱ったグループワーク１を受けて、
商業利用も含む有人宇宙開発の潮流と日本の取り組みについ
て扱いました。

(1) 月近傍・月面を国際的な科学探査、有人活動の場へ
国の投資を受けて有人宇宙活動が行われる例として、月周回
有人拠点 (Gateway) が挙げられます。Gateway は現在、国際
的な合意を得ながら進められていますが、この建造には二つ
のフェーズがあります。第１フェーズでは、人が滞在できる
必要最小限の設備と、地球から来る帰還船がドッキングする
ポートのみを持った初期型Gateway を建造します。そして第
2フェーズで、火星探査に向けてモジュールをさらに建造し、
完成型Gateway となります。

第１フェーズの後には、アルテミス計画の際に月面着陸船に
乗り換えるための経由地点としても使用することが予定され
ています。また、第２フェーズの後に日本が開発する有人月
面ローバーが登場します。このローバーはJAXA、トヨタ自動車、
ブリヂストンが開発しています。

結果

有人宇宙開発が秘める可能性
杢野 龍彦

これからの有人宇宙活動は、二つの潮流の中にあります。一
つは、国の投資を受け、訓練を受けた宇宙飛行士が月や火星
へ行く流れです。もう一つは、民間の投資を受け、多数の一
般人が地球低軌道へ行く流れです。

有人宇宙活動の 2 つの潮流 

ＪＡＸＡ安全・信頼性部長

上森 規光 様
1985 年北海道大学理学部卒・宇宙開発事業団入社。化学系技術者として固
体ロケット燃焼試験、衛星用バッテリ開発に従事。有人宇宙システム（株）
に出向し国際宇宙ステーションの安全・信頼性の実務を経験。1996 年予算
部署、欧州宇宙機関派遣研修、内閣府出向、2003 年 JAXA 研究開発本部（調
布）、衛星利用本部（筑波）、ワシントン駐在所長、有人宇宙部門で有人安
全審査会議長、推進部長を歴任。2018 年より国際宇宙大学理事兼務。
2020 年 4月現職。

企画概要

凡例
青色の付箋→趣味や特技
ピンク色の付箋→観光モデル
黄色の付箋→ISS での環境特性

図 1：グループワーク 1で議論の様子
図 2：初期型のGateway と完成型のGateway

～地球周回軌道の商業化から探る～
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第 2部『長期宇宙滞在の危険性と対策』では、有人宇宙開発
への関わり方が多岐にわたることを実感していただくグルー
プワーク２に向け、有人宇宙開発の現状と現状の解決できて
いない課題を扱いました。

第 2部　 長期宇宙滞在における危険性と対策   

(2) 滞在中の人体に対するリスク 
宇宙では骨や筋肉が弱くなります。無重力空間では体重を支
える必要がないためです。この骨や筋肉に対して無重力がも
たらす影響を、遺伝子学的に解明する実験が JAXA で行われま
した。その実験の結果、宇宙に行くと活性になる遺伝子と不
活性になる遺伝子があることが判明しました。逆に、これら
の遺伝子を刺激することで骨密度や筋力の低下を防ぐことが
できるため、現在実用化の研究が進められています。
なお、宇宙で運動をすると骨密度は低下しないことが経験上
わかっています。2週間程度の滞在であれば骨密度は変化しま
せんが、宇宙飛行士の大半は半年間宇宙に滞在するため、一
日 2時間ほど運動をする必要があります。

これらの故障許容の設計が適用できない場合、リスク最小化
設計という設計手法を取ります。リスク最小化設計とは、適
切な設計マージンの確保によってハザードの発生を抑えるこ
とです。例えばロケットのエンジンの設計の際、水素が危険
であるからといって燃料タンクを二重にしてしまうと、ロケッ
トは重くなり事故が起こりやすくなります。このように本当
にいたし方ない場合は、故障許容設計を満たさなくても、十
分な設計マージンを取ることで、より安全である選択をする
ことがあります。

一方で、ISS を運用していくには、人の手に頼らなければいけ
ないことが多々あります。その際は、人の活動をルールや手
順書で制御することにより、事故を防ぎます。さらに、これ
に沿って訓練を重ねることにより、人をいわばロボットのよ
うに動かせるようにし、ミスが起こらないようにします。
また、宇宙に関わる人の心構えも大切です。ジーン・クラン
ツという人は、アポロ 13 号の指揮をした地上管制官でした。
彼は、アポロ 13 号が月に向かう途中の宇宙空間で酸素タンク
が爆発し絶望的な状況に陥りながらも無事帰還を成功させま
した。この成功には彼の十カ条のモットーがあったからだと
言われています。これは今でもNASAや JAXA などの安全関
係者に語り継がれています。

宇宙空間に滞在する際の技術上のリスクの中で、特に発生頻度
が高いものは標準ハザードとして17種類定められています。
NASAをはじめとした ISSに関わる宇宙機関が安全審査を行う
際には、少なくともこの17項目のハザードに対応できている
かをチェックしています。

(3) 滞在施設の技術上・運用上のリスク

ハザードの中でも特に人が死んでしまうようなものをカタス
トロフィックといいます。通常はカタストロフィックを防ぐ
ために 2故障許容で設計することが要求されます。三つのコ
ントロールをつくれば、二つのコントロールが機能しなくなっ
ても、残り一つのコントロールがあることで重大な事故を防
ぐことができるからです。例えば、火災に対しては①燃えな
いものでつくる、②発火源をつくらない、③温度計を備えて温
度が高くなったら人が確認する、という三つのコントロール
を設けます｡
一方、怪我や軽度の破損を招くハザードはクリティカルハザー
ドと呼ばれ、１故障許容で設計されることが要求されます。
また、それぞれのコントロールは、独立している必要があり
ます。例えば、スイッチを三つ用意しても、そのスイッチの
電源が一箇所で電源が落ちたら三つ全て使えなくなる、といっ
たものは独立したコントロールにはなりません。

スペースシャトル「チャレンジャー号」と「コロンビア号」
の事故は、有人宇宙開発を行う上で重要な三つの教訓を残し
ています。一つ目はスケジュールの優先によって徹底した安
全意識を損なわないこと、二つ目は少数意見を埋没させない
こと、三つ目は成功体験による過信をしないということです。
実際、「チャレンジャー号」事故の原因として、ロケットメー
カーの上層部やNASAの管理者がスケジュールを優先し、技
術者による危険性を訴える意見を圧殺してしまったというこ
とがありました。また、もう 50 回も成功したからここで失敗
するわけがないという過信もありました。
「コロンビア号」の事故は「チャレンジャー号」の事故の 17
年後でした。17 年経つと人々は教訓を忘れて、また同じよう
な事故を起こしてしまうこともわかりました。
そこでNASAや JAXA などの宇宙関係者は、1月 28 日 ( チャ
レンジャー号の事故 )から 2月 1日 ( コロンビア号の事故 )の
間を安全週間に定め、教訓を忘れないようにしています。

(1) 打ち上げ機 /帰還船の墜落リスク

(2) 地球低軌道を経済活動の場へ
地球低軌道への打上げは、今後も商業化が進み、費用が下が
ると想定されています。現在数百億円かかる打上げ費用は、
数億円単位の世の中になってくるのではないでしょうか。ア
メリカ航空宇宙局 (NASA) が 2019 年 6月 7日に発表した
Commercial LEO Development Framework という計画では、
2030 年以降 ISS の運用を終了する予定です。つまり、地球低
軌道の利用は、民間事業者が提供する施設に頼らなければな
らないということです。またこれに伴い宇宙旅行や療養施設
といった商業をしたい人たちが宇宙に挑戦できる世界になっ
ていくと想定しています。
実際に宇宙空間での商業に挑戦する民間事業者が現れていま
す。Axiomというアメリカのベンチャー企業です。
2018 年に、NASAは ISS に結合するモジュールの開発企業を
民間から選出しました。Axiomは NASA と契約を結び、NASA
からの開発費の補助金を受けました。また、Axiomは民間企
業であるため、NASA以外からも出資を受けることもできます。
日本でも、モジュールを用いて行う事業を支援する取組みが
数年前から始まっています。その取組みが J-SPARCという宇
宙イノベーションパートナーシップです。モジュールを用い
た事業は比較的小規模な資金でできるため、この取組みをよ
り多くの民間企業に活用してもらうことがねらいです。モ
ジュールを使う事業を考えている民間企業が主体となり事業
計画を立て、JAXA からさまざまな助言やノウハウを無償で譲
り受ける取組みです。現在、軌道上サービス、遠隔操作技術、
月・惑星探査を扱う「人類の活動領域を拡げるテーマ群」、宇
宙旅行、ＡＲ・ＶＲを用いたコンテンツ、宇宙での衣食住を扱
う「宇宙を楽しむテーマ群」、ビッグデータ、宇宙輸送、通信
測位を扱う「地上の社会課題を解決するテーマ群」という三
つのテーマ群に分けて募集活動をしています。また、いくつ
かの企業とは実際に検討作業が進んでいます。

W
ORKSHOP W
OR
KS
HO
P 

P21 P22



グループワーク２   
グループワーク 2では、講師講演でお話しいただいた「長期
宇宙滞在の危険性と対策」を踏まえ、想定されうる危険の解
消に必要な業種の検討を行いました。その議論を通して地上
での生活に役立つサービスについてノウハウを持つ民間企業
の必要性や必要とされる技術の多様性を実感していただきま
した。
 内容 
有人宇宙滞在モジュール 1の開発チームとして、施設に潜む
危険について Jamboard を用いて議論していただきました。具
体的な検討は以下の 3段階で行いました。
STEP①：宇宙滞在で一般的に起こりうる危険についての資料
をもとにモジュール内 (図 ) に潜む危険を見つけ出し、その危
険を平面図内の起こりうる場所に書き出しハザードマップ
(図 3) を作成する。
STEP②：①で出した危険について解決策をあげる。
STEP③：②で出した解決策をもとに、それを実現する業種を
検討する。

まとめ
近年、アメリカではCommercial LEO Development 
Framework を策定し、ISS および低軌道の商業化へと本格的
に舵を切り始めました。
また、SpaceX 社や Boeing 社をはじめとする民間企業の宇宙
輸送能力向上に伴い、特に低軌道においては、政府から民間
への移管が進んでいます。日本でも低軌道の有人宇宙開発に
おいて、今後さらなる民間企業の新規参入が期待されます。
しかし、その際「自社の技術は有人宇宙開発に求められてい
ない」や「宇宙開発では全く異なった技術が必要になる」といっ
た先入観が支障となっているのではないでしょうか。前者を
取り払うことは、本フォーラムのテーマである「宇宙業界の
拡大・発展に向けた新規企業の参入の課題とその解決法」へ
の第一歩であると考え、本ワークショップの目的としました。
後者に対しては、パナソニック電工株式会社の事例を提示し
ます。宇宙船内としては初となる LED照明を提供したパナソ
ニック電工株式会社は、民生品の実績と品質管理を応用した
ため宇宙航空研究開発機構 (JAXA) の検証試験を減らすことが
でき、開発のスピードアップにつなげました。このように「宇
宙開発では全く異なった技術が必要になる」というわけでは
なく、むしろ地上で培った技術が利用されています。
グループワーク 2では、長期宇宙滞在をテーマに、安全確保
の観点から民間企業の必要性やその必要とされる技術の多様
性を体感していただきました。このことから、「自社の技術は
有人宇宙開発に求められていない」ということはなく、むし
ろ有人宇宙開発だからこそ、人間が宇宙で安全かつ快適に生
活するために地上で培われた多くの技術が必要とされること
を実感していただいたと考えます。
有人宇宙開発では、地上で培われた多くの技術が必要です。
そのため、今まで宇宙と関わりのなかった民間企業が先入観
を払拭し、この分野への参入がおこる必要があります。すると、
多くの企業が宇宙に市場を広げられることが期待され、宇宙
開発がより活発になると考えられます。

アンケート  

結果 
STEP①では、参加者の皆さまに専用ラックや内部設備から連
想してモジュールに潜む危険を、資料を参考にしながら数多
くあげていただきました。「酸素タンクの爆発」「電気回路の
短絡による火災」など生命に関わるものから、モジュールの
構造によるケガや滞在者のストレス・健康被害などさまざま
な危険がありました。
STEP②では、技術開発による解決策が数多くあがりました。
また、モジュール内での行動規範や装置の操作ルールを設定
するといった解決策にも言及がありました。
STEP③では、製品開発といった工業に類する業種のみならず、
宇宙空間での精神的ストレスに対処する医療や閉鎖空間で効
率的な運動を指導するフィットネスなどの業種もあがりまし
た。このように幅広い業種が必要になることを実感していた
だきました。
 

凡例
黄色の付箋→STEP①のモジュール内に潜む危険
オレンジ色の付箋→STEP②であげられた解決策
ピンク色の付箋→STEP③であげられた業種

本企画の達成度を評価するため、参加者の皆さまにアンケートに回答していただきました。ワークショップ全体を通してお伝えしたかっ
た二つの質問「有人宇宙開発がもつ可能性を実感することができましたか？」に対して、「実感できた」「やや実感できた」と回答された
方は 85%、「民間企業からのアプローチが有人宇宙開発の発展につながると感じましたか？」という問いに対して、「実感できた」「やや
実感できた」と回答された方は 92%という結果になりました。また、「有人宇宙開発に自分も参入したい、携わりたいと思いましたか？」
という問いに対して、「強く思った」と回答された方は 64.3% となり、過半数の参加者の皆さまの有人宇宙開発に携わりたいという想い
をより高めることができました。
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図 3：グループワーク 2で議論の様子
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株式会社サンライズ

日本電気株式会社

一般社団法人日本航空宇宙工業会

三菱重工業株式会社 三菱電機株式会社デロイトトーマツコンサルティング合同会社

株式会社 IHI スカパー JSAT株式会社 株式会社うちゅう 一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構

株式会社パスコ

©JAXA

株式会社放送衛星システム

企業ポスター
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9 月 12 日、オンラインで開催された「宇宙開発フォーラム 2020」には、延べ 150 名の方にご参加いただき、そのうち 36 名の方に
アンケートへご回答いただきました。

本年度の参加者の割合は学生の方が 44%、社会人の方が 56%となり、例年と比べて社会人の方に多くご参加いただきました。また、
オンライン開催により、地方の方にも多くご参加いただきました。その影響によって、参加者の皆さまのうち初参加の方が 81%と
なり、新規層を開拓することができました。

次に、フォーラム全体への満足度に関する質問について、「大変満足している」もしくは「やや満足している」とご回答いただいた方
の割合は 78%でした。さらに「またフォーラムに参加したいと思いますか？」という質問について、「とてもそう思う」もしくは「や
やそう思う」とご回答いただいた方の割合は 86%でした。

以上の結果から私たちは、本フォーラムにおいて、オンライン開催という新しい試みの中でも、多くの参加者の皆さまに私たちの考え
を伝えることができたと考えております。また、本年度のテーマである「宇宙が近づく、君はどうする」にあるように、参加者の皆さ
まに宇宙開発に対する新たな視点を提示し、宇宙開発にどのように関わるべきか考えるきっかけを提供することができたと考えており
ます。

参加者アンケート結果

参加者の皆さまからのご意見 (一部抜粋 )

参加者の皆さまからのご意見を一部ご紹介させていただきます。

パネルディスカッション 1「宇宙ビジネスと地方創生」
・地方自治体のさまざまな取組みを知ることができて良かった。
・地方自治体と国との関係などとても分かりやすいパネリストの選出で、興味深かった。
・宇宙産業が全国に広がっているというのは驚きだった。

パネルディスカッション 2「商社はなぜ日本の宇宙ビジネスにもっと投資しないのか」
・商社と宇宙ビジネスの関係について理解することができた。
・投資をする方と投資を受ける方の両方の意見を聞くことができ、多角的な視点から考えることができた。

ワークショップ「有人宇宙開発が秘める可能性 ～地球周回軌道の商業化から探る～」
・来年もオンライン含めた開催を期待している。

以上のご意見からうかがえるように、各企画ともご好評をいただきました。

皆さまからいただいたご意見を参考に、より良いフォーラムを開催することができるよう、メンバー一同努力してまいります。
今回掲載できなかったご意見も含め、アンケートにご協力いただき貴重なご意見をくださいました皆さまに心より御礼申し上
げます。

参加者
学生
社会人

44% 56%

初参加
初参加
2回目以上

81%

19%

満足度
大変満足している
やや満足している
普通
やや不満がある
不満がある

39%

39%

11%
8%

3%

また参加したいか
とてもそう思う
ややそう思う
どちらでもない
あまり思わない
全く思わない

50%
36%

8%
3%

3%



プロジェクト

活動目的 

プロジェクトは 2019 年から始まった、本団体の活動体
系の一つです。
例年の宇宙開発フォーラムで社会人や大学生を対象に
した提言や問題提起を行うだけでなく、宇宙開発への
強い想いを持ったメンバーが自ら行動することが必要
だと考え、実践的・専門的・対外的な活動を行ってき
ました。現在、「dot.」「USE」「宇宙法研究会」の三つ
のチームが活動しています。 今年度は COVID-19 流行
の影響で思うように活動ができないことが多かったで
すが、その中でも、できることを考えて活動に取り組
みました。以下、各プロジェクトの一年間の活動を紹
介します。

近年、宇宙産業のさらなる拡大を目指し、Tellusなどの衛星デー
タ利用プラットフォームが整備され、一般の方でも衛星デー
タを容易に扱えるようになりました。しかし、衛星データを
用いてソリューションを提案する事業者はあまり多くありま
せん。その原因としては、衛星データを扱える人材が少ない
こと、初学者には衛星データの利用の敷居が高く感じられる
ことなどが挙げられます。dot. は、初学者が衛星データを利
活用するための道標となるよう、誰でも気軽に衛星データを
勉強できる教材を発信することを目標としたプロジェクトで
す。また、衛星データ利活用のためのインプットとアウトプッ
トを自ら実践することで、学生の衛星データ利用の促進を図
ることを目的として活動し、その一環としてプログラミング
や画像解析の勉強を行っています。

本年度は dot. メンバーだけではなく、団体内の希望者と衛星
データ利用プラットフォームGoogle Earth Engine を用いて以
下のコンテンツ作成を行いました。今後ここで作成されたコー
ドを用いて、衛星データ学習用教材を作成し、団体外部に発
信していくことを目指しています。

活動内容 

活動実績 
今年度は新型コロナウイルスの影響で活動ができなかったた
め、昨年度の活動実績を掲載しています。
2019 年 3月 6日　都内中高一貫校にて他団体との合同イベン
トでワークショップ実施
2019 年 7月 21 日　学習塾にて第 1回スペースゼミ開催 
2019 年 11 月 23 日・24 日　東京大学にてスペースゼミ@駒
場祭開催

活動レポート 
第 1回スペースゼミでは、グループワーク 1「宇宙から社会を
考えよう！」とグループワーク 2「小型ロケットベンチャーを
つくろう！」で構成されるワークショップを行いました。グ
ループワーク 1では、主にアフリカで問題となっているマラ
リアをテーマに、衛星データを用いて人や蚊の多い場所を予
想し、マラリアの感染リスクを評価する方法について議論し
ていただきました。一見宇宙とは関係なさそうな分野におけ
る課題解決にも、宇宙技術は役に立つことを実感していただ
きました。グループワーク 2では、小型ロケットベンチャー
企業の社長としてどのような専門性を持つ人を雇うかを議論
していただき、宇宙開発には文系・理系を問わず幅広い関わ
り方があることを実感していただきました。

参加者の声 
「私は理系とはいえず、宇宙開発に興味はあっても私には合わ
ないのではないかと考えていました。しかしワークショップ
を通して、今は私も私の得意な分野で宇宙開発に携われたら
いいなと思いました。」 
「宇宙技術がさまざまな分野に使われていて身近に感じた。」

活動目的 
近年、宇宙開発は国家だけでなく民間企業でも盛んに行われ
ており、有人宇宙旅行や宇宙資源開発など、国連宇宙諸条約
制定当時は想定されていなかったようなビジネスが展開され
ようとしています。それと同時に、スペースデブリや宇宙安
全保障など、従来の宇宙法では対処しきれない問題が数多く
出てきており、国連決議などのソフト・ローや各国国内法を
充実させる必要性が高まっています。しかし、その整備は宇
宙技術の開発の速さに追い付いておらず、法整備の未熟さが
宇宙開発の阻害要因になっているという現状があります。
このように、宇宙開発を進めていくにあたって、法整備の充
実は喫緊の課題であると言えます。その解決のためには、宇
宙開発の有する技術的な性格ゆえに、法律を単に法的視点か
らみるだけでなく、理系的視点からも捉える必要があるので
はないかと私たちは考えています。

そこで、宇宙法研究会は
①宇宙開発のさらなる発展のために、将来を担う学生として
宇宙法に関する知見を得ること
②理系的視点も有する宇宙開発フォーラム実行委員会（SDF）
の強みを生かし、宇宙法の運用に関する議論において新たな
切り口を生み出すこと
の二つを目的として活動しています。

活動内容 
上記二つの目的を達成するために、私たちは日本で唯一理系
学部生も含めたチームを構成し、宇宙法模擬裁判に出場して
います。また、メンバー自身の手で問題を作成して開催する
プレ宇宙法模擬裁判や、宇宙法およびその他国際法の勉強会
も定期的に行っています。過去 5 年の大会実績は、以下の通
りです。
2016 年 総合優勝、原告最優秀書面
2017 年 JAXA 賞
今年度は大会での総合優勝を果たすべく、活動を行っていま
す。

ワークショップ開催のご相談はこちらから　 
use_contact@sdfec.org 

USE(Unit of Space Education) は中高生を対象に 
①　宇宙利用に興味を持っていただくこと 
②　宇宙開発の意義を知っていただくこと 
③　宇宙開発への関わり方が多種多様であることから自分の
将来像に幅を持っていただくこと 
の三つを目的とした宇宙教育活動を行うプロジェクトです。

宇宙開発には文系・理系を問わず、幅広い関わり方があります。
また、宇宙開発によって培われた技術や人工衛星によって得
られたデータは災害対策、農林水産業などさまざまな分野の
課題解決やビジネスに利用されています。しかし、多くの中
高生はそのことを知らず、宇宙開発といえば航空宇宙工学と
考え、将来の選択肢を狭めてしまうことがあるという問題意
識がありました。そこで、まだ進路が確定していない中高生
を対象にワークショップを行い、幅広い宇宙開発への関わり
方や宇宙の活用の仕方を知ってもらうことで、
中高生の視野を広げたり、宇宙開発に今まで興味を持ってい
なかった人にも関心を持っていただいたりすることができる
のではないかという考えから、USE は活動しています。

活動目的 

活動内容 
中・高等学校や学習塾にて宇宙開発・利用を題材としたワー
クショップイベント「スペースゼミ」を実施しています。また、
今年度は新型コロナウイルス感染対策として、ワークショッ
プのオンライン化を進めています。オンラインでのワーク
ショップ開催のご相談も受け付けておりますので、お気軽に
ご連絡ください。

dot.

USE 宇宙法研究会
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研究会
宇宙開発について考え、発信する機会を年に一度の宇宙開発
フォーラム以外にも設けるべく、今年度より研究会という調
査・分析・発信活動を開始しました。文系理系問わずさまざ
まな学部の学生がいる宇宙開発フォーラム実行委員会 (SDF)
の強みを活かし、以下の3つを目的とした活動を行っています。 
1　興味のある学問領域をベースに宇宙開発を研究する能力を
養う 
2　宇宙開発に関する課題の発見や知識の習得をすることで、
各々が問題意識を有することを促す 
3　メンバー間での意見交流を図るとともに、宇宙開発フォー
ラムやその他の機会を通し外部へと発信する

以下の四つの分科会に分かれ、レポート・論文を作成してい
ます。また、その過程で外部関係各所へのヒアリングを行っ
ています。 
１　政策・安全保障 
２　科学探査・技術 
３　商用利用・ビジネス 
４　宇宙人文科学

政策・安全保障研究会では、宇宙開発を政治の分野からアプ
ローチします。この部会は A、B、C、Dの四つのグループに
分かれています。

活動内容 

今日、科学技術はさまざまな分野において急速な進歩を遂げ
ており宇宙分野に関してもその例外ではありません。
そこで、この部会では研究テーマごとに以下の六つの班に分
かれて、宇宙分野における国家機関や民間企業の科学探査・
技術について研究しています。

商用利用・ビジネス 
ニュースペースの流れの中で、従来の政府が主導する宇宙開
発だけではなく、民間企業による宇宙の商用利用の拡大にも
注目が集まっています。今後、宇宙業界への異業種の参入や
産業構造の変化が加速していくと予想されますが、その中で
宇宙ビジネスがどのように発展していくのかは大きなテーマ
です。この部会では、こうした宇宙の商用利用や宇宙ビジネ
スに関する知見を深めるべく、 以下の 4 班に分かれて活動を
行っています。

宇宙での人類社会構築に向けて、人文科学的な視点が少しず
つ重要視されるようになってきています。
この部会では以下の二つの班に分かれて活動しています。

科学探査・技術 宇宙人文科学

政策・安全保障 

宇宙産業の産業構造分析を行い、それをもとに日本の宇宙産
業の発展性について研究しています。 

宇宙旅行をはじめとした、サブオービタル飛行を用いたビジ
ネスの実現に向けて必要な技術・法整備や日本が担うべき役
割について研究しています。

観測衛星の開発や衛星データの利活用を行う企業の分析を行
い、今後の展望について研究しています。

食に関連した宇宙ビジネスの変遷と現状について調査し、技
術開発と並行した事業化の促進やマーケット創出について研
究しています。

A宇宙産業の業界構造分析 

B 有人宇宙飛行 

C 衛星利用ビジネス 

D宇宙食ビジネス 

有人月探査の現状と現在の計画や、日本の持つ技術とを照ら
し合わせることで、日本が今後どのように有人月探査に携わ
るべきかを研究しています。 

A 有人月探査  

B 超小型衛星 

C はやぶさ 2

D 有人ロケット

海外の先行事例や日本の現行の技術実証を調査した上で、超
小型衛星の今後の可能性について研究しています。

「はやぶさ 2 」のミッションとそれを支える技術を調査し、今
後の小惑星探査の技術やプロジェクトについて研究していま
す。

日本の持つ課題や国際関係を調査することで、日本がなぜ有
人ロケット分野に参入しないのかについて研究しています。

人類の生活圏への理解を深めるため、宇宙・生命の起源を探
る数理的手法や「第 2 の地球」発見に向けた系外惑星探査に
ついて研究しています。

F 深宇宙における生命探査
生物そのものについて考察するとともに、地球外生命体が存
在するのかどうかを調査する探査活動について研究していま
す。

A 宇宙人類学  

B 宇宙開発における男女参画

宇宙人類学の主なアプローチは以下の三つです。
(1) グローバル化の延長上に宇宙開発の問題をとらえ、 現在の
宇宙開発を支える世界観を「近代」や「ポスト近代」の問題
と関係づけながら、「近代」を超える可能性の探求
(2) 人類学がこれまで培ってきた方法論や概念装置が、宇宙に
おいて有効性を発揮しうるかどうかの検討
(3) 宇宙開発によって人類の多様性がいかに進展しうるかにつ
いての検証 
A 班ではこれらのアプローチを軸に、宇宙開発が人類に及ぼし
うる影響について考察しています。
  

今後宇宙開発が進むことで、顧客の対象が民間になり、さま
ざまな年齢や性別の人が関わってくるでしょう。宇宙開発が
より身近なものになり、男女関係なく多方面からの意見が取
り入れられれば、企業間の競争力、さらには宇宙開発全体の
競争力も向上すると考えられます。B 班では、宇宙産業で活躍
する女性の現状とそれらに関する取組みの調査を通して、課
題や今後の動きについて考察しています。

宇宙環境保護の現状と課題について二つの視点から考えます。
一点目はスペースデブリについてです。まず現状の把握 (法整
備、政府、民間の取組み )、次にスペースデブリの回収方法、
デブリの発生に対する対策の研究進捗の調査を行います。二
点目は惑星開発・惑星探査です。こちらもまずは現状の把握
を行い、惑星開発・探査をする際に惑星の環境を汚染しない
ための取組みを検討しています。

世界の宇宙安全保障を調査していきます。その中でも特に 欧
州連合 (EU) に絞って過去から最新の動向を調査しています。

レポートテーマを宇宙作戦隊と銘打ち、政府の宇宙展開につ
いて調査しています。第一に根拠法についてを、次に予算を
調査します。予算については例年の宇宙予算に対しての今年
の宇宙予算・防衛省の中での宇宙予算の割合・宇宙予算の中
での 宇宙状況把握 (SSA) などの予算割合などをリサーチしま
す。三点目には作戦内容・能力をそれぞれ調査し、四点目と
して類似任務を負った他国の部隊との比較を行います。 

「SSA 先進国アメリカの停滞という課題解決」について調査し
ます。オバマ政権からトランプ政権への移行とその中で生じ
た課題を、両政権の比較を通して検討します。

目的 

A SDGs×宇宙政策

B世界の宇宙戦略

C日本の宇宙安全保障

D宇宙交通管理

E 系外惑星探査
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団体名
宇宙開発フォーラム実行委員会 (SDF)
SPACE Development Forum Executive Committee

ミッション
宇宙開発の未来を担う人材を生み出し、つなげる

活動内容
SDF は宇宙開発における文理融合を実現するために学際的な観点から幅広く活動を展開する学生団体です。
SDFでは多様な専攻のメンバーが、宇宙開発フォーラムの企画・運営やプロジェクトの運用、研究活動など、
宇宙開発に関してさまざまな活動を行っています。

沿革
2002 年　団体設立
2003 年　宇宙開発フォーラム 初開催
2016 年　国際航空宇宙展 (JA2016) 出展
2018 年　15 周年イベント開催
2020 年　宇宙開発フォーラム 2020 オンライン開催

お問い合わせ

SDF では、学生メンバーを常時募集しています。
活動に興味のある方は、下記メールアドレスよりお気軽にご連絡ください。
E-mail info@sdfec.org
URL https://www.sdfec.org/ 

団体紹介 メンバー紹介

佐々木 涼輔
Shivam Hinduja
新見 奈緒子
鈴木 健太
立元 葵
玉腰 千紘
玉田 洋一朗
千葉 有紗
野口 智可
橋本 万理乃
笛木 祐汰
三品 剛明
宮本 汐里
三吉 豪
虫明 龍之介
山上 尋大
山﨑 泰生
山本 凜汰朗
𠮷野 葵
渡辺 凌眞

今村 俊雄
石橋 拓真
船井 翔
相澤 脩登
梅宮 愛佳
遠藤 桜
海江田 蒼
門脇 瑞斗
金丸 宙
工藤 雷己
小塚 陽希
五味 篤大
杉本 圭吾
谷口 絢太郎
中川 颯太
早坂 友希
林 誠一
三木 晴太
宮原 健太朗
宮本 烈

青井 七海
有吉 志満
粟木 早恵
梅田 茜
柿崎 一亀
神田 大毅
木原 遼
具志堅 英雄
國友 理紗
古山 寧々
田中 大智
田中 玲衣
鳥居 壮瑠
中島 琢登
永田 丈
牧島 晴加
杢野 龍彦
森 裕一郎
安福 亮
山口 侑華

山下 慎太郎
山中 泰貴
渡邊 航平
渡邊 理子
厚母 恵理子
井口 こころ
石川 観由
岩本 悠希
植田 大雅
王 洪宜
大口 レオナルド 春樹
大月 幸穂
大矢野 静奈
岡田 夏希
小川 岳登
木下 岳
金高 青葉
黒岩 実可
小林 美紗
佐久間 恵莉
佐々木 健

代表　横山 幸太
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